
4 2009

4月 （卯月） APRIL

29日・昭和の日

いわゆるオーナー役員（業務主宰役員）が
実質的に支配する会社（特殊支配同族会社）
の、オーナー役員に対する給与のうち、給与
所得控除に相当する部分を損金不算入とする
制度の平成19年度分の課税対象企業数は、5
万6千社にのぼることが、昨年末に国会に提
出された答弁書で明らかになっています。

国　税／3月分源泉所得税の納付 4月10日

国　税／2月決算法人の確定申告（法人税・消費税等）

4月30日

国　税／8月決算法人の中間申告 4月30日

国　税／5月、8月、11月決算法人の消費税の中間申告

（年3回の場合） 4月30日

地方税／給与支払報告に係る給与所得者異動届の提出

4月15日

地方税／固定資産税（都市計画税）の第1期分の納付

4月中において市町村の条例で定める日

地方税／土地・家屋価格等縦覧帳簿の縦覧

4月1日～4月20日

または最初の納期限のいずれか遅い日以後の日まで

地方税／軽自動車税の納付

4月中において市町村の条例で定める日

労　務／労働者死傷病報告（1月～3月分） 4月30日

課税対象となる
特殊支配同族会社は5万6千社

4 月 の 税 務 と 労 務

ワンポイント

日 月 火 水 木 金 土

・ ・ ・ 1 2 3 4

5 6 7 8 9 10 11

12 13 14 15 16 17 18

19 20 21 22 23 24 25

26 27 28 29 30 ・ ・

はくもくれん



労
働
者
派
遣
と
は
、
事
業
主
（
派

遣
元
と
い
う
）
が
自
己
が
雇
用
す
る

労
働
者
を
自
己
の
た
め
に
労
働
さ
せ

る
の
で
は
な
く
、
他
の
事
業
主
（
派

遣
先
と
い
う
）
に
派
遣
し
て
派
遣
先

の
指
揮
命
令
を
受
け
て
派
遣
先
の
た

め
に
労
働
さ
せ
る
こ
と
を
い
い
、
こ

の
雇
用
形
態
で
働
く
労
働
者
の
こ
と

を
一
般
に
「
派
遣
労
働
者
（
社
員
）」

と
呼
ん
で
い
ま
す
。

ち
な
み
に
、
こ
の
派
遣
労
働
者
の

保
護
の
観
点
か
ら
派
遣
で
き
る
業
種
、

派
遣
期
間
の
上
限
、
派
遣
を
業
と
し

て
行
う
た
め
の
許
認
可
制
度
な
ど
の

規
定
が
労
働
者
派
遣
法
に
よ
り
定
め

ら
れ
て
い
ま
す
。

現
在
問
題
が
深
刻
化
し
て
い
る
こ

の
労
働
者
派
遣
事
業
に
関
す
る
仕
組

み
及
び
実
務
上
の
処
理
等
に
つ
い
て
、

解
説
し
ま
す
。

労
働
者
派
遣
事
業
の
種
類

労
働
者
派
遣
事
業
は
二
種
類

あ
る
と
聞
き
ま
し
た
が
、
そ
の

内
容
に
つ
い
て
教
え
て
下
さ
い
。

労
働
者
派
遣
事
業
に
は
、
①

一
般
労
働
者
派
遣
事
業
と
②
特

定
労
働
者
派
遣
事
業
の
二
つ
が
あ
り

ま
す
。

①
一
般
労
働
者
派
遣
事
業
（
許
可
制
）

②
以
外
の
労
働
者
派
遣
事
業
を
い

い
、「
派
遣
切
り
」
で
社
会
問
題
と
な

っ
て
い
る
登
録
型
や
臨
時
・
日
雇
の

労
働
者
を
派
遣
す
る
事
業
が
こ
れ
に

該
当
し
ま
す
。
常
用
雇
用
労
働
者
以

外
の
派
遣
労
働
者
を
一
人
で
も
派
遣

す
る
場
合
は
、
一
般
労
働
者
派
遣
事

業
の
許
可
が
必
要
で
す
。

②
特
定
労
働
者
派
遣
事
業
（
届
出
制
）

常
用
雇
用
労
働
者
だ
け
を
労
働
者

派
遣
の
対
象
と
し
て
行
う
労
働
者
派

遣
事
業
を
い
い
ま
す
。

な
お
、「
常
用
雇
用
労
働
者
」
と
は
、

期
間
の
定
め
な
く
雇
用
さ
れ
て
い
る

労
働
者
、
過
去
一
年
を
超
え
る
期
間

に
つ
い
て
、
引
き
続
き
雇
用
さ
れ
て

い
る
労
働
者
、
採
用
時
か
ら
一
年
を

超
え
て
引
き
続
き
雇
用
さ
れ
る
と
見

込
ま
れ
る
労
働
者
の
こ
と
を
い
い
ま

す
。

雇
用
関
係

派
遣
社
員
の
雇
用
関
係
は
ど

う
な
っ
て
い
る
の
で
す
か
。

雇
用
関
係
は
派
遣
元
と
派
遣

社
員
間
に
、
指
揮
命
令
関
係
は

派
遣
先
と
派
遣
社
員
間
に
あ
り
ま
す
。

出
張
旅
費
等
の
負
担

通
勤
手
当
や
出
張
旅
費
は
派

遣
元
が
負
担
す
べ
き
も
の
な
の

で
す
か
。

通
勤
手
当
を
含
む
賃
金
に
つ

い
て
は
派
遣
元
が
負
担
し
ま

す
。
こ
れ
は
、
派
遣
労
働
者
の
雇
用

主
は
派
遣
元
事
業
主
で
あ
る
こ
と
か

ら
、
派
遣
元
と
派
遣
先
が
文
書
に
よ

る
取
り
決
め
を
し
た
場
合
で
あ
っ
て

も
派
遣
先
が
負
担
す
る
こ
と
は
で
き

ま
せ
ん
。
な
お
、
派
遣
労
働
者
が
業

務
上
の
出
張
を
行
う
た
め
に
必
要
な

出
張
旅
費
等
の
経
費
に
つ
い
て
は
、

派
遣
先
の
負
担
と
な
り
ま
す
。

賃
金
の
支
払
義
務
者

賃
金
は
誰
が
支
払
う
の
で
す

か
。
労
働
保
険
及
び
社
会
保
険

の
保
険
料
の
徴
収
・
納
付
義
務

者
と
併
せ
て
教
え
て
下
さ
い
。

派
遣
労
働
者
は
派
遣
先
の
指

揮
監
督
を
受
け
労
務
を
提
供

し
、
派
遣
先
は
派
遣
元
に
そ
の
派
遣

費
用
を
支
払
い
、
派
遣
元
が
派
遣
労

働
者
に
賃
金
を
支
払
う
仕
組
み
と
な

っ
て
い
ま
す
。
し
た
が
っ
て
、
労
働

保
険
に
係
る
保
険
料
の
徴
収
・
納
付

義
務
は
派
遣
元
が
負
い
ま
す
。
ま
た
、

社
会
保
険
に
つ
い
て
も
使
用
関
係
は

派
遣
元
と
の
間
に
あ
り
ま
す
の
で
、

同
様
の
取
扱
い
と
な
り
ま
す
。

就
業
中
に
ト
ラ
ブ
ル
が
発
生

し
た
と
き

派
遣
期
間
中
に
ト
ラ
ブ
ル
が
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発
生
し
た
と
き
に
は
、
誰
が
処

理
す
る
の
で
す
か
。

派
遣
労
働
者
か
ら
の
苦
情
処

理
は
、
派
遣
元
責
任
者
及
び
派

遣
先
責
任
者
が
そ
の
義
務
を
負
い
ま

す
。
派
遣
元
事
業
主
及
び
派
遣
先
は
、

派
遣
労
働
者
か
ら
苦
情
の
申
出
を
受

け
た
こ
と
を
理
由
と
し
て
不
利
益
な

取
扱
い
は
で
き
ま
せ
ん
。

ま
た
、
派
遣
就
業
に
関
す
る
違
法

行
為
を
厚
生
労
働
大
臣
に
申
告
し
た

こ
と
な
ど
を
理
由
に
、
解
雇
そ
の
他

不
利
益
な
取
扱
い
を
す
る
こ
と
も
禁

止
さ
れ
て
い
ま
す
。
こ
れ
に
違
反
し

た
派
遣
元
事
業
主
及
び
派
遣
先
に
は

罰
則
が
科
さ
れ
ま
す
の
で
注
意
が
必

要
で
す
。派

遣
契
約
が
中
途
で
解
除
さ

れ
た
場
合

先
日
、
得
意
先
の
一
つ
が
倒

産
し
た
た
め
、
労
働
者
派
遣
契

約
が
一
方
的
に
打
ち
切
ら
れ
ま

し
た
。
す
ぐ
に
新
し
い
派
遣
先

を
確
保
で
き
な
い
こ
と
か
ら
、

そ
こ
へ
派
遣
し
て
い
た
労
働
者

を
即
時
解
雇
し
た
い
の
で
す
が
、

雇
用
契
約
を
終
了
す
る
こ
と
は

で
き
ま
す
か
。

派
遣
元
と
派
遣
先
間
の
契
約

と
雇
用
契
約
は
別
個
の
も
の
で

す
の
で
、
派
遣
契
約
が
解
除
さ
れ
た

か
ら
と
い
っ
て
す
ぐ
に
そ
の
派
遣
労

働
者
を
解
雇
す
る
こ
と
は
で
き
ま
せ

ん
。
こ
れ
は
、
雇
用
契
約
は
派
遣
元

と
派
遣
労
働
者
間
の
契
約
で
あ
り
、

派
遣
契
約
は
派
遣
元
と
派
遣
先
の
企

業
間
の
契
約
で
あ
る
た
め
で
す
。
ま

た
、
派
遣
契
約
の
解
除
に
伴
っ
て
、

派
遣
労
働
者
と
派
遣
元
事
業
主
と
の

間
の
雇
用
契
約
期
間
を
当
然
に
短
縮

す
る
こ
と
も
で
き
ま
せ
ん
。

な
お
、
派
遣
契
約
を
解
除
す
る
場

合
の
措
置
に
つ
い
て
は
、
就
業
条
件

明
示
書
に
明
示
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
こ
と
に
な
っ
て
い
ま
す
。

ち
な
み
に
、
労
働
者
派
遣
法
で
は
、

派
遣
先
か
ら
の
派
遣
契
約
の
不
当
な

解
除
を
制
限
す
る
た
め
、「
派
遣
先
は
、

派
遣
労
働
者
の
国
籍
・
信
条
・
性

別
・
社
会
的
身
分
・
派
遣
労
働
者
が

労
働
組
合
の
正
当
な
行
為
を
し
た
こ

と
等
を
理
由
と
し
て
、
労
働
者
派
遣

契
約
を
解
除
し
て
は
な
ら
な
い
」
と

定
め
て
い
ま
す
。

Ｑ
６
に
対
す
る
措
置

派
遣
先
が
、
派
遣
契
約
を
中

途
解
除
し
た
場
合
、
行
わ
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
措
置
が
あ
り
ま

す
か
。こ

の
場
合
、
派
遣
元
は
、
派

遣
先
と
連
携
し
て
、
派
遣
先
の

関
連
会
社
で
の
就
業
の
あ
っ
せ
ん
を

受
け
る
な
ど
就
業
機
会
を
確
保
す
る

よ
う
に
し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

具
体
的
に
は
、
次
の
措
置
が
規
定
さ

れ
て
い
ま
す
。

①
　
派
遣
元
の
合
意
を
得
る
と
と
も

に
、
あ
ら
か
じ
め
相
当
の
猶
予
を

も
っ
て
申
し
入
れ
る
こ
と
。

②
　
派
遣
先
の
関
連
会
社
で
の
就
業

の
あ
っ
せ
ん
を
す
る
な
ど
派
遣
労

働
者
の
新
た
な
就
業
機
会
を
確
保

す
る
こ
と
。

③
　
②
が
で
き
な
い
と
き
は
、
遅
く

と
も
三
〇
日
前
に
予
告
し
、
予
告

し
な
い
場
合
は
、
派
遣
元
に
派
遣

労
働
者
の
賃
金
相
当
分
を
支
払
わ

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
。

派
遣
労
働
者
に
対
す
る
補
償

派
遣
元
事
業
主
は
、
派
遣
契

約
を
中
途
解
除
さ
れ
次
の
派
遣

先
が
見
つ
か
ら
な
い
間
も
、
労

働
者
に
賃
金
を
支
払
わ
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
の
で
す
か
。

次
の
派
遣
先
が
な
く
、
休
業

さ
せ
る
場
合
で
あ
っ
て
も
、
雇

用
期
間
満
了
ま
で
は
、
こ
の
派
遣
労

働
者
と
派
遣
元
と
の
雇
用
契
約
は
継

続
し
て
い
ま
す
の
で
、
賃
金
を
支
払

わ
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
ち
な
み

に
、
休
業
期
間
中
の
休
業
手
当
は
、

労
働
基
準
法
に
基
づ
き
、
少
な
く
と

も
平
均
賃
金
の
六
割
相
当
額
以
上
と

定
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

解
雇
予
告
と
除
外
事
由

や
む
を
得
ず
解
雇
を
行
う
場

合
は
、
何
か
補
償
が
必
要
に
な

り
ま
す
か
。

労
働
基
準
法
で
は
、
解
雇
を

す
る
際
に
は
、
原
則
と
し
て
、

派
遣
元
は
労
働
者
に
対
し
て
少
な
く

と
も
三
〇
日
前
に
予
告
（
予
告
の
日

数
が
三
〇
日
に
満
た
な
い
場
合
に
は
、

そ
の
不
足
日
数
分
の
平
均
賃
金
を
支

払
う
必
要
が
あ
り
ま
す
）
を
す
る
か
、

そ
れ
が
で
き
な
い
と
き
に
は
三
〇
日

分
以
上
の
平
均
賃
金
（
解
雇
予
告
手

当
）
を
支
払
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

と
定
め
て
い
ま
す
。
な
お
、
解
雇
を

行
う
場
合
に
は
合
理
的
理
由
が
必
要

で
、
そ
れ
が
な
い
解
雇
は
解
雇
権
濫

用
と
し
て
無
効
に
な
り
ま
す
。

AQ6

Q7

Q8

Q9

A

A
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4月号 4

健
康
保
険
の
被
保
険
者
が
、
私
傷

病
の
治
療
を
受
け
た
と
き
に
は
、
以

下
の
区
分
に
応
じ
た
一
部
負
担
金
を

支
払
わ
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

①
　
七
〇
歳
に
達
す
る
日
の
属
す
る

月
以
前
で
あ
る
場
合
…
三
割

②
　
七
〇
歳
に
達
す
る
日
の
属
す
る

月
の
翌
月
以
後
で
あ
る
場
合
（
③

を
除
く
）
…
一
割

③
　
七
〇
歳
に
達
す
る
日
の
属
す
る

月
の
翌
月
以
後
で
あ
っ
て
、
標
準

報
酬
月
額
が
二
八
万
円
以
上
で
あ

る
場
合
…
三
割

こ
の
う
ち
②
に
つ
い
て
は
、
法
律

上
は
二
割
負
担
で
す
が
、
平
成
二
十

年
度
は
一
割
に
凍
結
さ
れ
て
い
ま
し

た
。
こ
の
特
例
措
置
が
、
平
成
二
十

一
年
度
も
実
施
さ
れ
る
こ
と
と
な

り
、
こ
れ
に
伴
い
自
己
負
担
限
度
額

も
同
様
に
据
置
と
な
り
ま
し
た
。

ち
な
み
に
、
一
般
の
自
己
負
担
限

度
額
は
入
院
四
万
四
、
四
〇
〇
円
、

外
来
の
み
は
一
万
二
、
〇
〇
〇
円
で

す
。

一
部
負
担
金
が
凍
結

医療保険の保険料を特別徴収（年金額
が18万円以上の高齢者の保険料を年金額
から天引きすること）の方法によって徴
収するよりも普通徴収（18万円未満の人
については、送付されてくる納付書によ
り納付すること）の方法によって徴収す
るほうが保険料徴収を円滑に行うことが
できると市区町村が認めるものについて
は、事前に市区町村に申し出ることによ
り、本年４月から口座振替ができるよう
になりました。
見直し前は、国民健康保険の保険料を

２年間滞納したことがなかったことまた
はその属する世帯の世帯主（子供など）
や配偶者の一方の口座からの振替により
保険料を納付する旨を申し出た被保険者
であって、申出月の属する年の前年中の
公的年金等の収入金額が180万円未満で
あることなどの要件が付されていました
が、撤廃されました。

後期高齢者医療の
保険料納付方法の見直し

労働基準法の一部が改正

労働基準法の一部が次のとおり改正され
て、平成22年４月から実施されます。
a 時間外労働（１カ月の時間外労働）
割増率が改正されます。
① 45時間以内…25％（現行どおり）
②　45時間超60時間以内…25％（企業
規模に関係なく適用）
45時間超の時間外労働を行う場合に

は、労使による特別条項付時間外労働
協定の締結が必要ですが、今回新たに
本協定では、45時間超の時間外労働に
対する割増賃金率については25％超と
なるよう努めることと45時間を超える
時間外労働をできる限り短縮するよう
努めることが盛り込まれました。

③　60時間超…50％以上（中小企業
は３年経過後に再検討）
この場合、改正による引上げ分

（25％）については、割増賃金により

支払う方法の他、労使協定において有
給の休暇（割増賃金代替休暇といい、
年次有給休暇を除く）を付与すること
も可能です。
たとえば、１カ月70時間の時間外労

働をした場合は、次のようになります。
ア　賃金で支払う場合

60時間までは25％増、60時間
を超える10時間については50％
増
イ　割増賃金代替休暇を付与する場
合
70時間分の時間外労働について

は25％増、10時間分については
有給の休暇（10時間×0.25＝２時
間30分）を付与

s 年次有給休暇
労使協定により、労働者の範囲と年休の

日数等を定めた場合は、１年に５日を限度
として、時間単位での取得が可能になりま
す。


